
※入札公告を必ず確認してください。（海老名市ホームページに掲載しています） 

入札案件概要書（一般委託） 契約番号：8678 

件  名 海老名市立上河内保育園給食調理業務委託 

履行場所 海老名市上河内 258 番地の３地内 

期  間 令和 9 年 4 月 1 日 ～ 令和 12 年 3 月 31 日 

契約の内容等 
別紙 仕様書等 のとおり 
○長期継続契約 ○入札は期間全体の税抜金額 
○令和８年度の支払いはありません。 

予定価格 67,966,800 円（税込） 61,788,000 円（税抜） 

最低制限価格 有り（開札後算定型） 

 詳細は海老名市最低制限価格等取扱基準及び入札説明書等を参照してください。 

落札候補者の入札金額

が、調査基準価格（50%）

未満の場合 

※ただし、予定価格（税

込）100 万円以下の案件

は除く。 

 

 

低入札履行確認調査を実施します。詳細は低入札による履行確認調査取扱基準
を参照してください。 
 

契約締結にあたっての制限等 
○ 前払金額の制限 

契約金額の 15%以内（海老名市契約規則により、前払金が適用となる 
場合に限ります。）※前払金の上限金額は 5,000 万円以下 

○ 業務主任者及び管理技術者の他案件（本市入札案件）との兼任不可 
契約保証 
契約金額の 30％以上に相当する次のいずれかの手続きが必要です。 
※現金納付及び実績による免除はありません。 

（ア）金融機関又は保証事業会社の保証 
（イ）公共工事履行保証証券による保証 （履行ボンド） 
（ウ）履行保証保険契約の締結     （定額てん補） 

入札方法等 条件付一般競争入札（電子入札） 

質疑 
（仕様等に関する事項） 

所定の書式により、FAX で受け付けます。 
電子入札システムの機能は使用しないでください。 

     

参
加 

営業種目 520 給食業務委託   

条
件 

発注区分 

区分の詳細は入札公告で
確認してください。 

第 4 区分 第 1・第 2 区分の入札に初めて参加する場合は、営業
実態調査票及び認定書の写しを提出してください。 

 その他の要件 

○平成 26年４月１日以降に契約した、保育園給食１日 150 食以上かつ２年以

上の調理業務の履行実績を２件以上有すること（元請に限る） 

○管理技術者は、栄養士又は調理師の資格を有する者を配置すること。 

 落札数制限 なし 

配置技術者 

について 
本案件に配置する技術者等は、同じ開札日の他の案件に配置できません。 

事前提出書類 
(システム添付） 

参加資格確認申請時にファイルを添付してください。 

ファイルは一つにまとめてください。 

（本概要書添付の調書を使用、次の書類を併せて提出） 

○「履行実績等調書」 

・履行実績を確認できる書類（契約書の写し等） 

○「配置技術者等の資格・実績等調書」 

・管理技術者の資格及び３ヵ月以上の雇用を確認できる書類 



落札候補者が 
提出する書類 

(FAX046-232-6574) 

開札後、落札候補者は次の書類をＦＡＸで提出してください。 

(落札候補者決定の翌開庁日午前 10時まで。詳細は開札後 FAX で通知します。) 

○年度別支払金額内訳書（本概要書添付の内訳書を使用してください） 

○委託業務主任者等選任届 及び 資格等 及び 3ヵ月以上の雇用を確認でき 

る書類 
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海老名市立上河内保育園給食調理業務委託仕様書 

 

 この仕様書は、海老名市立上河内保育園の給食調理業務を海老名市が委託すること

について、次のとおり基本的事項を定めるものとする。 

 

保育所の給食についての基本的な考え方 

保育所の給食については、園児が望ましい食習慣を身に付け、心身の発育及び健康

の保持増進を図ることを目的とするため、個人の発育状況に応じた離乳食や乳児食、

幼児食、食物アレルギー対応食、健康状態を配慮した食事など、栄養面や安全・衛生

面での質の確保を図るとともに、「食育」への十分な理解をもって従事すること。 

 

１ 件名 

海老名市立上河内保育園給食調理業務委託 

 

２ 履行期間 

令和９年４月１日から令和 12 年３月 31 日まで（36 か月） 

 

３ 給食実施日 

日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び 12 月 29 日から翌年の１月

３日までを除いた日を原則として、海老名市保健福祉部保育・幼稚園課（以下「担

当課」という。）の定める日とする。 

 

４ 履行場所 

海老名市立上河内保育園（以下「保育園」という。）とする。 

住所は、海老名市上河内 258 番地の 3 地内 

 

５ 業務時間 

給食実施日の保育園開所時間で、業務処理に必要な時間とする。なお、保育園開

所時間は、月曜日から金曜日までは午前７時から午後７時まで、土曜日は午前７時

から午後５時まで。 

 

６ 支払方法 

支払いは、業務完了後、後払い（月額）とする（請求書を受理した日から 30 日以

内に支払い）。なお、支払額については「年度別支払金額内訳書」に記載の金額とし、

業務完了後速やかに委託者へ請求するものとする。 
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７ 業務従事者 

(1) 業務従事者 

ア 平日については、最低４名以上としその内１名は、栄養士又は調理師有

資格者の正社員を配置すること。 

イ 調理に従事する者の内２名は、認可保育園での給食提供経験が１年以上

あり、150 食以上の集団給食調理の経験を有する栄養士又は調理師有資格

者で離乳食や食物アレルギー除去・代替食の提供について熟知している正

社員とする。その他、調理に従事する者は、事前に基本的調理技術や食品

衛生に関する研修を受けた者であること。 

ウ 土曜日は栄養士又は調理師有資格者を最低１名配置すること。 

エ 業務従事者は、身分証明書を携帯し、出勤の際等必要に応じ提示するこ

と。  

(2) 業務責任者及び業務副責任者 

ア (1)のイの栄養士又は調理師有資格者正社員のうち 1 名を、業務遂行上

の受注者としての責任を負うべき者と定め、業務責任者として保育園との

連絡調整等の任に当たらせること。業務責任者は本契約の管理技術者とす

る。 

イ 業務責任者は、業務従事者に対し、仕事の割り振り及び必要な調理技術

や食品衛生の指導を行うとともに、現場において指揮、監督をすること。 

ウ 業務責任者が欠けた場合の代行者として業務責任者以外の栄養士又は

調理師有資格者の正社員を業務副責任者に定め、業務責任者の補佐に当た

らせること。 

(3) 業務従事者の届出 

     受注者は、契約時に「業務従事者届」により届出を行うこと。 

(4) 業務従事者の変更 

受注者は、業務従事者に変更が生じた場合は、「業務従事者変更届」により、

また、業務従事者の休暇等による臨時の代替者が業務に従事する場合は「臨

時業務従事者届」により事前に届出を行うこと。 

(5) (3)及び(4)の届出には健康診断書、従事する当日の２週間以内の腸内細菌 

検査結果の報告書及び業務従事者の経歴書等の添付を行うこと。 

(6) 受注者は、業務従事者の採用に当たり、契約期間前に上河内保育園で業務  

に従事していた者から雇用の希望があったときは、雇用について十分配慮す  

ること。 

 

８ 給食の対象者及び食数  

給食の対象者及び食数の内訳については、おおむね次のとおりとする。ただし、
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状況に応じて変更する場合があるため、その都度園長の指示に従うこと。なお、年

間平均給食提供日数は、平日 243 日、土曜日 51 日が見込まれる。 

  

令和９年度                          （単位：食）   

平日 離乳食 乳児 幼児 
職員 

（検食含む） 
合計 

午前おやつ ３ ４４ ０ ０ ４７ 

昼食 ３ ４４ ７１ ３０ １４８ 

午後おやつ ３ ４４ ７１ ３０ １４８ 

延長保育 ０ ２ ３ ０ ５ 

土曜日 離乳食 乳児 幼児 
職員 

（検食含む） 
合計 

午前おやつ ０ ５ ０ ０ ５ 

昼食 ０ ５ １０ ６ ２１ 

午後おやつ ０ ５ １０ ６ ２１ 

                                       

（表は、職員には調理従事者の食数を含む。） 

ただし、食数は次の内容により変動する。 

(1)  園児の入退園 

(2) 保育実習生等園長が必要と認める場合 

(3) 延長保育補食提供の該当者の状況 

 

９ 調理内容 

次のとおりとする。 

(1) 乳児食（離乳食を含む）・幼児食（主食及び汁物提供を含む）  

  (2) 食物アレルギーを有する児童のためのアレルゲン除去・代替等個別対応食 

(3) 個人の事情による配慮食（宗教食等） 

(4) 園長の指示する栽培物、地場産物等の調理等は、別紙「食育計画」による。 

(5) 午後のおやつは、手作りを週３、４回実施とする。 

 

10 食事提供時間 

  食事提供は次の時間を基本とする。ただし、保育の状況、行事・調理保育等の 

状況に応じて変更する場合があるため、園長の指示に従うこと。 

  食事の提供時間は、次のとおりとする。 

 乳児(0・1・2 歳児) 幼児(3・4・5 歳児) 職員等 
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午前おやつ 午前９時 10 分 ― ― 

昼  食 午前11時10～15分 午前 11 時 30 分 午前 11 時 10～15 分 

午後おやつ 午後３時 15 分 午後３時 30 分 午後３時 15 分 

延長保育補食 午後６時 午後６時 ― 

※延長保育補食については、午後４時 30 分までに指定の場所に用意し、園長又

は担当保育士に引き継ぐこと。 

 

11 業務の指示 

   調理業務については、受注者の業務責任者に次の区分により園長及び担当課管 

理栄養士が指示する。 

区 分 内   容 提示時期 

年単位 食育計画 年度当初 

月単位 月間予定献立表 前月下旬 

日単位 指示書(調理用献立表) 前月下旬 

   

12 業務内容 

(1) 発注・検品等 

ア 給食用物資については、担当課管理栄養士が給食実施献立表に基づき１

ヵ月分をまとめた「発注書」を作成する。 

イ 受注者は在庫量等を調整して「発注書」を完成させ、発注者が指定する

納入登録業者に発注する。 

ウ 発注した給食用物資が、保育園に納入された際には、納入登録業者立会

いの上、業務従事者が納入された給食用物資が別に定める基準に基づき保

育所給食として適正であるかの検品、計量及び発注伝票の照合等を２人で

行い、検品終了後、所定場所に搬入するとともに納入された旨を「調味料

等在庫管理表」「納入時刻記録簿」に記録を行なうこと。納品伝票は整理

（検算及び金額の記録等）を行い、翌月の３日（祝日等の場合は翌給食実

施日）までに園長に提出すること。 

エ 園児の出欠状況による給食用物資の調整等保育園における対応が必要

な場合は、園長又は担当課管理栄養士に確認の上、業務責任者が納入登録

業者に変更・連絡・発注をすることができる。この場合は、各「献立表」 

に記入を行うこと。 

(2) 調理 

ア 担当課管理栄養士の作成した献立表（食物アレルギー対応献立等を含

む。）の指示に従い、保育園の施設、設備、器具等を用い、必要な栄養量
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が確保されるよう食品衛生に注意し調理を行うこと。 

イ 調理、消費は、当日を原則とすること。 

ウ 離乳食・食物アレルギー除去・代替食、個人都合等の個別対応につい

ては園長及び担当課管理栄養士の指示に従い調理と所定の様式に記録を

行うこと。 

      エ 「食育計画」に基づく食育の一貫として行う献立については、献立変

更、食材の変更、調理器具の提供等事前に園長及び担当課管理栄養士、

対象年齢担当保育士と打ち合わせを行い、準備や調理を行うこと。 

      オ 園長及び担当課管理栄養士が指示した栽培物・地場産物等食材は、調

理室で処理し、食事時間に園児に提供すること。 

      カ 調理実施後は、「給食日誌（献立表）」「離乳食指示書兼日誌」等に喫食

数、アレルギー代替対応、喫食状況等の記録を行い、整理すること。 

      キ 作業に当たっては、厚生労働省が定める「大量調理施設衛生管理マニ

ュアル」ほか関係法令を遵守すること。 

      ク 運営開始日から２週間分のみの「当日従事者作業工程表」を提出する

こと。 

(3) 検食 

ア 提供する給食の内容が食品衛生・形態に適しているか、味付けが保育

園給食に適しているかを確認するため、各食事の最初に提供する時間の

30 分前に、園長又は園長の代理者に提供し、検食及び感想について「給

食検食簿」「アレルギー除去・代替表」に記入を受けること。また、給食

が献立通りの食材で作成されているか、変更や漏れがないか、園長又は園

長の代理者に「給食日誌（献立表）」と照らし合わせて食材確認を受ける

こと。 

イ 検食の結果、不適切であると判断された場合には、受注者の負担にて

直ちに手直し又は作り直しを行うこと。 

ウ 延長保育用補食、菓子の賞味期限を午後のおやつ検食時に確認するこ

と。 

(4) 保存食 

ア 食中毒等事故が発生した場合の原因調査に備えて、原材料及び調理済食

品ごとに 50ｇ程度を専用の袋に入れ、－20℃以下の冷凍庫で２週間保存

すること。 

イ 園長又は担当課管理栄養士が保存食の提出を求めた場合は、速やかに提

出すること。 

(5) 麦茶等の提供 

     喫食時等保育時間中に必要な量の麦茶等を用意すること。時間及び量につ 
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いては、園長の指示に従うこと。朝に沸かした麦茶は昼食後に廃棄し、午後

用の麦茶は再度沸かすこと。 

(6) 適正温度の管理 

    食中毒を予防するために次のことを厳守すること。 

ア 調理室及び食品庫内の温度、湿度管理及び換気に十分配慮する。 

イ 冷蔵冷凍庫の温度を毎日、指定する時間に「衛生管理点検表」に記録 

する。 

ウ 園児の喫食時間に合わせて作業計画を立て、調理後２時間以内を目安

に適正温度で食べられるようにする。 

(7) 盛付け・配膳 

       給食は、園児が食べ易い盛り付け等を考慮した上で個別に食器に盛付ける

こと。併せて必要な食具等を添え、適温での提供ができるように準備をする

こと。また、メニュー及び保育の状況等による配膳の変更が生じた場合は、

園長の指示に従うこと。園長より依頼があった場合は配膳、盛り付けの協力

をすること。 

  (8) 喫食状況把握 

ア 園児の喫食状況を把握するため、調理員が必ず喫食場所へ赴き、食事

の調理及び配膳に必要な情報の入手に努め、調理・配膳業務に活かすこと。 

イ 担当課管理栄養士の指示する期間中は、残食量を計量の上「給食日誌

（献立表）」に記録し、残食が多かった場合は次回の調理に活かす検討を  

行うこと。 

(9) 食器及び調理器具の洗浄、消毒、保管等 

食事終了後、食器等が返却されたら速やかに洗浄、消毒、保管及び必要に  

応じて漂白を行うこと。調理器具・食器具等は、使用の都度洗浄及び消毒を

行い、衛生的に保管すること。 

(10) ごみ等の処理 

      ア 可燃ごみ、資源ごみ等は発注者の分別に従い適正に処理し、搬出等に 

ついては園長の指示に従うこと。また、ごみの容器、保管場所等の清潔

を保つこと。（厨房内のごみ箱は蓋付きの物とする） 

イ その他、リサイクルできるものの処理については園長の指示に従うこと。 

(11) 施設・設備の清掃及び日常点検 

委託業務に関わる施設及び設備は、常に整理整頓し、清潔を保ち作業が効

率的に行えるよう努めること。なお、作業終了後は速やかに清掃を行い、汚

れを残して作業終了することのないように徹底すること。 

(12) 調理業務などの完了確認 

1 日の業務の終了に際し、「給食日誌（献立表）」「衛生管理点検表」等に実



 - 7 - 

施結果や必要事項を記入し、園長又は園長の代理者に提示し、その確認を受

けること。また、1 カ月の業務終了に際し、「業務完了届」を提出すること。 

(13) 食育の推進 

給食を通して食育の推進に努めること。調理保育や行事食等保育所におけ

る食育の取組みについては「食育計画」に基づき、園長、保育士及び担当課

管理栄養士と連携を取りながら積極的に協力及び参加をすること。（給食だよ

り作成等） 

(14) 会議等の出席 

献立内容の検討、園児の食に関する知識の向上、食品衛生管理の意思の統

一を図るため次の会議に出席すること。なお、会議等出席のための旅費は、

受注者の負担とする。 

ア 保育園の調理に関わる業務責任者と業務副責任者は、園長等から依頼さ

れた離乳食またはアレルギー対応等の打ち合わせに出席すること。 

イ 業務責任者又は業務副責任者のうちいずれか１名は、月１回の給食研究

会に出席すること。ただし、４月・３月については、業務責任者及び業務

副責任者が出席すること。 

ウ 業務責任者又は業務副責任者のうちいずれか１名は、担当課管理栄養士

が行うアレルギー対応食を必要とする児童保護者との面談、新入園児離乳

食面談について、必ず同席すること。 

エ 業務責任者又は業務副責任者のうちいずれか１名は、担当課課長又は園

長が保育及び給食運営上、受注者の出席が必要と判断された会議等に出席

すること。 

オ 毎月末に、園長、園長代理、担当課管理栄養士、受注者、業務責任者に

よる打ち合わせ（給食検討会）に出席すること。 

(15) 従事者の研修 

ア 受注者は、業務従事者等に対して研修等を定期的に実施し、資質向上 

に努め、内容を園長又は担当課管理栄養士に報告すること（書式は任意）。 

イ 受注者は、市、県等で主催する研修会に必要に応じて出席し、知識や 

技術など資質の向上に努めること。 

ウ 研修出席のための旅費は、受注者の負担とする。 

(17) 在庫管理等 

発注者が提供する調理用品、食器、食具類及び非常食、並びに食品庫の乾

物、調味料等の在庫管理は、整理、整頓、賞味期限等の確認を含めて適正に

行い、月末の在庫確認は、園長又は、園長代理が立会い、実施すること。 

 

13 施設・設備・器具等の使用 
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(1) 調理室内に備え付けられた業務遂行上必要な施設、設備、器具等は、無償

で受注者に貸与する。 

(2) 調理用器具等の在庫管理を半年毎に行い、「調理用設備・器具等管理 表」

を園長に提出する。 

(3) 受注者は、貸与を受けた施設、設備、器具等を保育所給食以外に使用して  

はならない。 

(4) 施設、設備、器具等の使用に当たり、破損等不測の事態が発生し、委託業  

務の履行が不可能となるおそれがあると認められた場合は、「事故・破損処理

報告書」で園長に速やかに報告し、その指示に従うこと。 

(5) 工事を伴う機器類（業務連絡用の電話機等）の設置は認めない。その他の

冷暖房機器類等を設置する場合は、事前に市担当課課長及び園長と協議の上、

許可を得ること。 

(6) 光熱水道費の削減に協力すること。 

 

14 調理室内施設の安全・衛生管理 

施設の安全・衛生管理については、厚生労働省が定める「大量調理施設衛生管理

マニュアル」に従うこと。 

(1) 食品衛生管理 

    受注者は、調理・食品衛生関係法令等を厳守し、衛生管理の徹底を図るこ 

  と。 

(2) 食品衛生管理責任者及び火元責任者 

ア 受注者は、食品衛生管理責任者及び火元責任者を置き、その任に当たら

せること。なお、業務責任者及び業務副責任者が兼務することを妨げない。 

       イ 作業に当たっては、適切な衛生管理を行うとともに、食品衛生法及び 

消防法に基づく業務を行い、安全管理の徹底を図ること。 

(3) 業務従事者の衛生管理 

ア 受注者は、調理従事者の健康診断を年１回以上実施し、その結果を担

当課課長に報告するとともに、常に調理従事者の健康状態に注意を払い、

異常を認めた場合には速やかに医師の診察を受けさせること。 

イ 受注者は、業務従事者に対し腸内細菌検査を定期的に実施すること。

サルモネラ菌・赤痢菌・腸管出血性大腸菌О２６、О１１１、О１５７の

検出については２週間毎に月２回、ノロウィルス検査（大量調理施設衛生

管理マニュアルに示されている検査方法による検査）については、10 月

～３月の市が実施する期間に合わせた月に１回検査を行い、検査機関の腸

内細菌検査報告書を提出すること。 

ウ 受注者は、その他、食品衛生上必要な検査を実施すること。 
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エ 受注者は、上記ア、イ、ウの検査の結果を含む異常の所見を有する者、

下痢、発熱、せき、外傷、皮膚病等伝染性疾患等で食品衛生上支障の生ず

るおそれのある者及びその同居人に感染症等の疑いがある者を、調理業務

に従事させてはならない。 

(4) 受注者は、業務従事者に対し、次のことを徹底させること。   

ア 定められた場所以外では、私物(携帯電話等)の持ち込み、その他食品

衛生上支障となる行為はしないこと。 

イ 喫煙は、神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例第１種施設に

該当するため禁止とすること。 

(5) 食品の取り扱い 

食品の取り扱いについては厚生労働省が定める「大量調理施設衛生管理マニ

ュアル」に従うこと。 

(6) 施設管理 

ア 調理業務にかかわる施設の管理は、常に清掃及び整理整頓を行い清潔な

状態を保つこと。 

イ 調理室への関係者以外の立ち入りや、動物などを入れないこと。 

ウ 手洗い設備は、常に清潔に保ち、石鹸、爪ブラシ、消毒液等を常備する

こと。 

エ 出入口、窓等は開放したまま調理業務を行わないこと。 

オ そ族・昆虫の侵入及び発生の防止に努め、発生状況を「衛生管理点検表

」に記録すること。 

(7) 設備、器具等の管理 

設備、器具等の管理については厚生労働省が定める「大量調理施設衛生管

理マニュアル」に従うこと。なお、調理機器類及び食器具類を洗浄又は消毒

する際は、発注者が許可した洗剤等を使用すること。 

(8) 食器の取り扱い 

食器は、材質に応じた丁寧な取り扱いをし、洗浄、消毒、保管、運搬等に

十分注意すること。なお、在庫状況を半年毎に点検し「調理用設備・器具等

管理表」に記録すること。 

(9) 物品の管理 

業務責任者は、受注業務に使用する物品について、必要に応じて在庫品の

点検及び整理を行い、受注者の経費で負担するもの以外で必要な物品がある

場合は、園長に申し出ること。受注者の経費で物品の持込みを行う場合につ

いては「器具等持込み表」を提出し、園長の許可を受けること。 

(10) その他 

園長又は担当課管理栄養士が必要と認めた場合は、食品、食器等の衛生検
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査等に応じるとともに協力すること。 

 

15 業務の調査等 

盛り付け量調査、残食調査、摂食量調査等担当課管理栄養士の行う調査に協力す

ること。 

 

16 報告 

  受注者は、次に揚げる事項について担当課課長・園長に報告を行い、書類を提

出すること。 

(1)業務実施に関する一般書式 

 報告書の種類 提出期日等 

１ 業務従事者届 履行期間開始時１週間前まで 

２ 業務従事者変更届 原則として１週間前まで 

３ 臨時業務従事者届 従事する前 

４ 腸内細菌検査の報告書、健康診

断書（開始時用） 
履行期間開始時（任意様式） 

５ 業務従事者の経歴書 

（写真添付） 
履行期間開始時（任意様式） 

６ 健康診断報告書 年１回健康診断実施後速やかに 

（任意様式） 

７ 腸内細菌検査・ノロウィルス検

査報告書 

検査結果判明後２週間以内（任意様式） 

※陽性検出時は速やかに担当課に電話連絡

を行うこと 

８ 業務完了届 

業務完了チェックリスト 
月毎に翌月５日まで 

９ 厨房器具・食器チェックリスト 半年毎に翌月５日まで 

10 翌月の勤務予定表 月末まで（任意様式） 

11 事故・破損処理報告書 事故・破損等後速やかに 

12 債権者登録書 履行期間開始時、又は代表者等が変更した

時（様式指定） 

 

(2)給食調理業務に関する記録書式 

 報告書の種類 提出期日等 

１ 給食日誌（献立表） 
日毎に記録し、月でまとめて翌月５日まで 

２ 給食検食簿 
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３ 除去代替え表 

４ 長時間補食実施状況 

５ 乳児ミルクの記録表 

６ 調味料等月末在庫調査表 

７ 衛生管理日誌 

８ 衛生管理点検表（個人用） 

９ 器具類点検表 

10 包丁破損確認点検表 

11 器具類持ち込み表 

12 食材納入時の記録 

13 ロット番号記録表 

その他、必要に応じ担当課課長、園長又は担当課管理栄養士が必要と認める揚合 

は、受注業務に関連する内容について、受注者に報告を求めることができる。 

 

17 業務管理等 

(1)  受注者は、受注業務の実施に当たり、保育園給食に関する法規、食品・公衆 

衛生に関する法規等すべての関係法規、基準、通達を遵守し、常に善良なる管

理者の注意をもって受注業務の実施に当たること。 

(2)   契約期間中に上記法規等が改正・変更となり、受注業務を履行するにあたり 

相当の経費を要する場合は、発注者と受注者とで協議する。 

 

18 受注者の負担する経費 

次に揚げる経費は受注者の負担とする。 

業務従事者の健康管理

に要する経費 

健康診断（開始時・年１回）、腸内細菌検査(２週間毎に月

２回)、ノロウィルス検査（10～３月の期間に月１回） 

業務従事者の業務に必

要な被服等に要する経

費 

白衣、帽子、使い捨てネット、使い捨てマスク、調理靴、

ビニールエプロン(下処理用も含む)、調理用手袋、配膳用

前掛・エプロン等 

洗浄・清掃・日常点検に

必要な石鹸・薬品等 

の経費 

食器等洗浄用石鹸（発注者が許可したもの）、手洗い用石

鹸（発注者が許可したもの）・汚れ落とし用研磨剤及び薬

品、布巾等洗濯洗剤、漂白剤、住居用洗剤、消毒用薬品（

アルコール・次亜塩素酸ナトリウム）液、アルコール手指

噴霧器等 

調理用消耗品及び清掃、

日常点検に必要な用具、

スポンジ、ふきん、たわし、ペーパータオル、ポリグロー

ブ、オーブンシート、紙カップ、アルミホイル、アルミカ
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器具等の経費 ップ、保存食用ポリ袋、ラップ、クッキングシート、キッ

チンペーパー、使い捨て手袋、作業用ゴム手袋、モップ一

式、ほうき、モップ絞器、ゴミ袋、ゴミ容器（ポリバケツ

）、冷凍・冷蔵庫内消臭品、その他掃除用品等調理業務に

関わる特定の器具等 

※包丁・まな板消毒保管庫の殺菌灯は保育園にて購入 

そ族・昆虫等の駆除用品 そ族・昆虫等の駆除用品等 

給食賄い材料費 保育園給食の喫食費用については保育園職員に準じる（

400 円/１食×喫食数）合計喫食数を発注者に毎月末に提出

し、納付書により支払う。納付書は発注者が準備する。 

※食材の価格変動により喫食費用の変動もある。 

※納付書を郵送する封筒、切手は受注者が準備し担当課へ

預ける。 

受注者の負担とするこ

とが適当と認められる

経費、その他 

福利厚生のために使用する備品の調達や維持管理及び従

事者が使用する休憩室やトイレの維持管理に係る消耗品、

事務消耗品等  

その他、必要により受注者の用意する機器等に付随して使

用する乾電池等 

 

19 不測の事態 

(1) 食中毒等発生の際には、担当課課長・園長・担当課管理栄養士の指示に従う

こと。 

(2) 業務従事者が交通渋滞・病気等で人員不足となる場合は、受注者は応援態勢

を取り、業務履行に必要な人員を確保すること。この場合において、応援業務

従事者は、定期的に腸内細菌検査を受けている者から選び「臨時業務従事者届

」を園長に提出し、併せて従事する日の２週間以内の腸内細菌検査の結果を提

出すること。 

(3) 不測の事態に備え、受注者は従業員等の連絡網を整備し、担当課課長、園長

及び担当課管理栄養士に提出すること。 

(4) 不測の事態が発生し、業務の履行が不可能となるおそれがあると認められる

場合は、直ちに担当課課長及び園長に報告し、指示を受けた上、正常な業務の

履行を確保すること。 

(5) 不測の事態に備え、徒歩にて勤務が可能な従業員の配置に努めること。 

 

20 労務災害 

 受注業務の履行に当たり、従事者に労働災害事故が起こった際には、速やかに園 
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長に口頭で報告を行い、受注者の責任と負担で対応するとともに、その再発防止に 

努めなければならない。 

 

21 防災管理 

(1)  業務責任者は、火気の使用又は取り扱いに関する監督を行い、消火器の位

置、使用方法の確認について業務従事者への周知を行うこと。また、保育園

における消火・防火・避難訓練等の際には、積極的に協力し、業務従事者を

参加させ日頃から意識を高めること。 

(2) 非常時を想定した非常食の調理を、園長･担当課管理栄養士の指示に従い行 

うこと。 

 

22 非常時の対応 

業務時間中に災害等非常事態が発生した場合、園児の安全確保のための対応を優 

先し協力すること。 

 

23 法定点検・保健福祉事務所食品衛生巡回等への協力 

次の法定点検等において、要請があった場合には協力するとともに、業務責任者

を立ち会わせること。 

(1) 厚木保健福祉事務所食品衛生検査巡回 

  (2) 廃棄物処理法に関するグリストラップ（油水分離層）の清掃 

(3) その他、担当課課長、園長又は担当課管理栄養士が必要とするとき 

 

24 原状回復 

履行期間の満了又は契約を解除された時は、担当課課長の指示に従い、速やか

に調理室内及び食品庫・休憩室にある受注者の所有物を撤去し、受注業務遂行の

ため貸与された施設・設備・器具等を原状に回復して、返還すること。 

 

25 車両の駐車 

通勤用車両の敷地内への駐車については、禁止する。 

 

26 環境配慮に関する特記事項 

受注業務の実施に当たっては、次のような要件に配慮するものとする。 

(1)  環境や人の健康に被害をあたえるような物質の使用及び放出が削減されて 

いること。 

(2) 資源やエネルギーの消費が少ないこと。 

(3) 再利用やリサイクル可能な部材（消耗品等）が使用されていること。 
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(4) 廃棄物が発生する場合、適正な処理や処分がされていること。 

(5) 海老名環境マネジメントシステムに定める事項を遵守し、必要に応じて調 

  査等に協力すること。 

 

27 損害賠償 

(1)   業務遂行中に受注者の責任において、発注者又は第三者に損害を与えた場 

合は、受注者の負担において、原状回復、現物の弁償及びその損害を賠償しな 

ければならない。ただし、発注者が天災、その他不可抗力による損害と認めた 

場合は、その限りではない。 

(2) 受注者の責任で食中毒等の事故が発生した場合又は契約に定める義務を履 

行しないため発注者に損害を与えた場合は、受注者は、発注者に損害賠償を 

行うこと。その際の代替給食の費用について、賠償責任を負うこと。 

(3) 事故等により業務の遂行が困難となった場合に備え、受注者は業務代行保 

証又は損害賠償保険に加入し、その契約状況を明らかにする書類の写しを受 

注開始前に担当課課長に提出すること。 

(4) 上記の事態が発生した場合は、速やかにその原因と対応・対策等について 

園長に口頭で報告し、担当課課長に書面で報告すること。 

 

28 受注者の条件 

  平成２６年４月以降、保育園給食調理業務において、２年以上かつ１日１５０食

以上の受注実績を２件以上有すること。 

 

29 受注業務の引継ぎ 

(1) 受注者は、１か月前から引継ぎを行い、運営が円滑に開始できる準備を行う 

  こと。 

(2) 受注者は、次回受注者が受注開始後円滑に業務を遂行できるよう、引継ぎに 

は積極的に協力しなければならない。 

 

30 その他 

(1) 本仕様の解釈に疑義が生じた場合は、その都度、発注者及び受注者が誠意 

をもって協議の上これを解決するものとする。 

(2) 労働基準法に定める事項を遵守すること。 

(3) 最低賃金法に定める趣旨を遵守すること。 







































































































件名

契約金額（総額）
※税込で記載

履行期間

契約金支払内訳書

　  令和９年度　小計 （税込）

年　　月 支払金額（税込） 備　考

令和　９年 ４月分

令和　９年 ５月分

令和　９年 ６月分

令和　９年 ７月分

令和　９年 ８月分

令和　９年 ９月分

令和　９年 １０月分

令和　９年 １１月分

令和　９年 １２月分

令和１０年　１月分

令和１０年　２月分

令和１０年　３月分

海老名市立上河内保育園給食調理業務委託

年度別支払金額内訳書

令和　９年　４月　１日  から　令和１２年　３月３１日



件名

契約金額（総額）
※税込で記載

履行期間

契約金支払内訳書

　  令和１０年度　小計 （税込）

年　　月 支払金額（税込） 備　考

令和１０年 ４月分

令和１０年 ５月分

令和１０年 ６月分

令和１０年 ７月分

令和１０年 ８月分

令和１０年 ９月分

令和１０年 １０月分

令和１０年 １１月分

令和１０年 １２月分

令和１１年　１月分

令和１１年　２月分

令和１１年　３月分

年度別支払金額内訳書

海老名市立上河内保育園給食調理業務委託

令和　９年　４月　１日  から　令和１２年　３月３１日



件名

契約金額（総額）
※税込で記載

履行期間

契約金支払内訳書

　  令和１１年度　小計 （税込）

年　　月 支払金額（税込） 備　考

令和１１年 ４月分

令和１１年 ５月分

令和１１年 ６月分

令和１１年 ７月分

令和１１年 ８月分

令和１１年 ９月分

令和１１年 １０月分

令和１１年 １１月分

令和１１年 １２月分

令和１２年　１月分

令和１２年　２月分

令和１２年　３月分

年度別支払金額内訳書

海老名市立上河内保育園給食調理業務委託

令和　９年　４月　１日  から　令和１２年　３月３１日





履行実績等調書 
 

認定番号                

商号又は名称              

 

入札案件名 
（契約番号      ） 

 

履行実績等の要件※

入札案件概要書「その他の

要件」欄コピー 
 

 

 

○履行実績の概要 

 

契約件名  

発注者  

契約金額  

履行期間  

業務内容ほか 
 

 

添付書類 
※入札案件概要書で指定す

る書類のほか、添付する

書類を記載 

□契約書の写し 枚 

□ 枚 

□ 枚 

 

 

※実績等の記載内容を証明できる書類の写しを添付すること。 

※添付書類は、上記記載の順に次ページ以降に添付してください。 

※条件に該当する箇所を、明示してください。（コメントの付加、マーカー表示など） 

 

 

担当者様               連絡先                  


